



















会計 とは一定の経済主体の経済活動を記録 し,報 告す る行為である。会計の
対象 となる経済主体にはさまざまな ものがあ り,そ してその報告対象に よって
いろいろと分類することができる。その中で,特 に財務会計は企業外部の利害
関係者(株 主,債 権者,政 府な ど)に対 して彼 らの経済的な意思決定に有用な
会計情報を提供 し,報告す ることを 目的 として行われる。財務会計はその 目的
を達成す るため,具 体的な手段 と して財務諸表 を用 いている。現在多 くの国
で,基 本的な財務諸表 として,貸 借対照表 と損益計算書が利用 されている。 し
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か し,会計学 の研究対 象は企業資本の運動である。その資本の運動 は,資 本主
義経済 の進展 につれて複雑 ・巨大化 しつつ発展 ・変化 して きた。会計学 もそれ
に対応 して発展 してきた。会計 の 目的や機能は,資 本の運動 とそれを取巻 く社
会経 済的環境 の変化 につれて,変 遷 してい くのである1。この ように,経 済の
発展につれ て,上 述 の2つ の基 本的財務諸表だけでは,企 業 の経営実態 その
ものを明 らかにす ることがで きな くなって きた。そのため,現 金収支表 が第
3の財務諸表 として,多 くの国で使われるようにな って きた。
本稿は,財 務会計の外部報告 内容の1つ であ る資金会計問題について,主
に,今 まで多 くの会計研究者にはほ とんど関心が もたれていない社会主義国の
中国における現金収支表 の開示の現状 と発展に焦点を当てて考察す る。その中
国の特殊な例か ら現金収支表の可能性,必 要性 と問題点を明 らかに したい。
皿 現金収支表の必要性
企業が外部の利害関係者 に対 して会計を行 うのは,企 業がそれ らの人々に対
して会計責任を持 っているか らであ る。「会計責任 とは,本 来,企 業 内のすべ
ての財産の保全 もしくは管理 を,適 切に遂行する会計上の責任 をい う。すなわ
ち企業は,株 主など資金提供者か ら資 金の管理 ・運用を委託 された受託者(ま
たは代理人)であると考え られ,し たが って受託者に対 して委託 された資金(も
しくは財産)を 適切に保全 し,そ の管理 ・運用 の状況な らびに結果を正確 に測
定 し伝達す る義務があ る,と 考える。 こ うした受託者 としての管理責任を,会
計機能をつ うじて達成 しようとするのが会計責任 である」2。そのため,財 務諸
表の 目的は安定 した配 当や取引の継続を 目的 とした現在あ るいは将来の株主や
一般債権者に,投 資や取引の対象 とな る企業についての情報を提示 し,投 資上
の判断を下す資料を提供す ることであ る。
これ までの歴史的経過を見れば,財 務諸表には基本的に貸借対照表 と損益計
'算書の2つ がその中心に置かれた
。貸借対照表は期末時点 での企業資本 の有
高状態を示す もので,資 本の調達源泉 と運用形態を示す計算書である。他方,
損益計算書はある一定期間の企業資本 の運用成果 を表す計算書である。近年,
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企業の経済活動が社会 に与 える影響が大 きくなるにつれて,出 資者以外の利害
関係者 と企業 との関係 も重要視 されるようになってきている。そのため,伝 統
的な財務会計 の役割が拡大 されるべきであるとい う声 も聞 こえてきている3。
以上のよ うな会計領域における理論的変化に対 し,財務会計はい ったいどの
ように対応 したのか。対応 の1つ として,公 表財務諸表 の中に現金収支表が
含 まれ ることが挙げ られ る。現金収支表 とは他の財務諸表 と組み合 されて,財
務会計の 目的を果たす ものである。 したが って,現 金収支表の 目的を考察する






とい う)「現金収支表」の発表 に至 るまで,80年間 もかか ってい る。 この間,
資金概念を巡 って,活 発な論争が行われて きたが,近 年,現 在の現金概念に基
づいた計算書の制度が確立 してきた。資金会計 の基盤を理解す る前に,そ れを
作 り出す 「会計」の概念における変化を認識す ることが重要 であ る。1966年,
アメ リカ会計学会(AmericanAccountingAssociation,以下,AAAと い う)
は,「会計」 とは,情 報 の利用者が事情 に精通 して判断や意思決定を行 うこと
ができるように,経 済的情報を識別 し,測 定 し,伝 達す るプロセスであると定
義 した5。これは一般的に 「利用者志向接近法」 と呼ばれている6。
佐藤 氏に よれぽ,第2次 世界大戦後,ア メ リカの証券市場 はす でに成熟 し
てお り,1950年代 までに会社の株式のほ とん どが創業老の家族や長期的な投
資家によって所有されていた。 しか し,そ の後,多 くの株式市場がで きて,そ
の資金 は投資 として運用 された7。これ らの資金の管理者が市場に大 きな影響
をもた らすにつれ て,利 用者志向の会計が強まってきた。
AAAの定義は以上の よ うな背景の もとで提起 された。 これは,情 報作成者
の立場に立つアメ リカ公認会計士協会(AmericanInstituteofCertifiedPublic
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Accountants,以下,AICPAとい う)の1941年の 「会計」 の定義 と違 って,
情報利用者の立場を強調 し,利用者志向会計を 目指す決定的な役割を果 した。
本来,財 務会計の任務は会計責任の履行であるが,最 近では,そ の重点が決算
会計か ら情報会計へ と移行 しつつあるといわれている8。ここでは,財 務諸表




有用な情報 を提供することである"と い うことを明 らかに した。これは,財 務
諸表の 目的の重点を伝統的な受託責任 の報告ぽか りではな く,意思決定 のため
の情報 にも重点をお き,こ こで作 られる財務諸表 が投資上の意思決定や信用供
与に関する意思決定 に有用な情報を提供す るもの と見なされた10。
会計について,AAAの 定義 とAICPAの定義 には相違 が見 られ るが,意 思
決定情報 は受託責任情報 を包摂するものである。意思決定会計は受託責任会計
と密接な関係にある。そ して,意 思決定に有用な会計情報 の提供 とい う考 えか
ら,継 続企業 の支払能力の維持,つ ま り財政状態 の把握,そ して,経 営成績の
表示 とい う企業会計の 目標が,今 日,新たな観点か ら見直され ている。それ も
現金収支表 に よる資金情報 の開示が要求され る1つ の理論根拠であ る。
また,現 存の会計 システムは発生主義会計であ る。 この発生主義 の もとで
は,減 価償却 と引当金 ・繰延資産 とい うものに より,資金 と利益は完全 に乖離
することになったのであ る。さらに,会 計方針が変われば利益の期間比較はで
きな くなることが実情である。 これ らの現状によって,企 業 の資金の流れに関
す る情報が明らかにされず,財 務諸表 の利用者に とって,入 手できる資金情報
は安易な ものに限定 される。現金収支表は資金が どの ように効果的に活用 され
てい るのかを示す計算書であって,発 生主義会計下の損益計算書では見 られ な
い部分を明らかにす ることがで きる。特に,こ の部分 に関わ る情報は利用者に
とって不可欠である。
現金収支表 の利用者には以下 の3つ が考え られ る11。
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① 実務上,常 時利用す る金融機関。金融機関の貸 出 しは企業の継続活動 を
前提 としている。ゆえに,貸 出 し先 の 日常の業務 に関心を持つのは当然 で
あ って,貸 し付けを行 う際に,そ の資金の使途の確認 と償還能力を検討す
る。
② 金融機関のほかにも,総 合商社や大規模企業が挙げ られる。 これ らの商
社 や企業 の場合 も,関 係先に対す る貸付金に よる資金援助や,売 掛債権な
どの信用供与 の可否を判断す る材料 として現金収支表 を用いている。
③ 現在,あ るいは将来 の株主や一般債権者は,投 資や取引の対象 となる企
業の安定的配 当や取引の判断をす る際に,こ の資料を使 う。
「利用者志向」 とい う理念に基づけば,財 務諸表 の 目的は種 々の利用者がそ
の企業に関 して経済的な意思決定をなすにあたって有用な情報 を提供すること
であると定義づけ られる。現金収支表の存在基盤である資金会計の基本 目的は
この利用者志 向アプローチにそ った ものでなけれ ばな らない。実務において
も,上述 した3種 類の利用者のその存在か ら,そ の必要性が認め られ る。
1987年にFASBは,SFAS95『現金収支表』 を公表 し,現 金収支表を第3
の基本 的財務諸表 として位置づけた。 しか し,現 金収支表 が第3の 基本的財
務諸表 として確i立され てか ら,ま だ,そ の歴史が浅 く,こ の位置づけについて
は,い くつかの疑問点が指摘 されている。
資金計算書 に対す る批判について,染 谷氏は以下 の述べている12。「資金計
算書が どのような 目的で作成 され,ど の ように利用 され るかについては,会 計
文献に様 々な形で述べ られ てきた。 しか し,そ れ らはあま りに も多岐にわた っ
てお り,議論 の一致を見 るに至 っていない。資金計算書には,貸 借対照表,損
益計算書,剰 余金計算書によっては開示 されない財務上の情報や見通 しについ
て,あ りとあ らゆ ることを含めて報告す ることが求め られている。 この よ う
に,会 計士たちは,1つ の報告書に多 くの ことを求めす ぎている」。
また,以 下 のよ うな批判 もみ られ る。「アメ リカで もIASでも(体 系)と い
う意識 は薄い。利用者の経済的意思決定に有用な情報 であることが財務諸表 の
基本的な用件 とされてお り,有用ならぽ遠慮す ることな く要求すべきだ とい う
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態度 である」13。つま り,現金収支表 が第3の 基本的財務諸表 として位置づけ
られ たら,財 務諸表の体系 とい うことばがな くな って しま う。 しか し,資 金会
計の基盤は,あ くまで も利用者志向にた った1966年のAAAの 基礎的会計理
論のステー トメ ン ト(AStatementofBasicAccountingTheory,ASOBATと
略称 され る)に おけ る定義 に基づ くものであ る。情報 の作成者 の立場に立つ
1941年のAICPAの定義にたつ ものではない。
このよ うに見 て くると,現 金収支表への多 くの批判は伝統的な会計 目的観か
ら出ていると思われ る。 ここで強調 しておきたい ことは,現 金収支表 の作成基
盤である資金会計は伝統的な会計観を排除するものではな く,その会計を構築
す る1つ の補完手段 として使われ るとい うことである。それに よって会計が
全体 として新 しい現実に対処す ることが可能になる。そのような役割が資金会
計に期待 されていると見るべ きであろ う14。
皿 中国における現金収支表の開示
1.現 金収支表開示以前 の資金情報開示
中国では,1951年か ら1953年までの間に,資 金統制のため,現 金収支表 を
作成す る制度があ った。その後,1953年か ら1978年までの長 いあいだ,計 画
経済体制の もとで,「一 国一企業」の企業制度に適応 した管理責任会計制度を
導入 し,資金運用=資 金源泉 とい う会計等式を持 った独 自の資金会計 システム
を発展 させてきた15。
この計画経済体制は旧 ソ連か ら学んだ中央集権的な経済体制であ り,この経
済体制のもとでは,企 業はすべて国家が所有,経 営するものである。会計情報
利用 者は政府関係者 しか いな い。 その結果,資 金管理はただ国家管理 の1つ
の手段に過 ぎなか った。
当時の資金概念は社会主義的生産過程で用い られ る不動産,財 貨,原 料の貨
幣的表現を意味 している。資金は一般的には,資 金運用 と資金源泉 の両者を指
していた16。資金運用 と資金源泉は同一のものの異な った2つ の側面 ともいえ
る。資金運用は資金の配分であ り,資産 として現れ,そ の増加は借方に示 され
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るが,他 方,資 金源泉は資金を獲得 ・形成す るための経路を説明 し,広義の負
債,す なわち持分 として現れ,そ の増加は貸方に計上 される。
2.現 金収支表の導入
現在,多 くの国及び地域が現金収支表を採用 している。アメ リカ,イ ギ リス
をは じめ とす る先進国は もちろん,台 湾 も1989年12月に第17号公報 「現金収
支計算書」を発表 してい る。 なかで も,イ ギ リスは1991年9月に現金収支表
を発表 し,香 港で も1992年9月にそれを実施 させ るようにした。
中国は,1979年に改革 ・開放政策を採択 した。1980年代に入 って,外 資導
入や証券市場の国際化が始 まった。1990年まで,外 国資本に よる直接投資は
増加す る一方であった。 このため,従 来の企業会計制度が,企 業の自主性を発
揮するのに不都合 にな り,そ の時代に合 った企業会計制度が必要 とな ってき
た。 これ ら背景のもとで,企 業会計制度の改革が行われた。
1979年以来,中 国は外資導入に関す る一連 の法令を制定,公 表 してきた17。
そ して1985年,財政部 は 「中外合資経営企業会計制度」を制定 ・公表 し,そ
の中で合資企業 は必ず財政状態変 動表を作 成す る よ う要 求 した。 さらに,
1992年に公表 し,1993年に実施 した 「企業会計準則」 は,国 内企業を含むす
べての企業に貸借対照表 と損益計算書の作成 ・提出を義務づけたほか財政状態
変動表 の作成 ・提出を要求 した。同時に,企 業に現金収支表の作成を勧告 した。
1993年に 「企業会計基準」を公表 した。ついで,中 国会計法第175条は,企 業
に財政 状態変動表 の作成を要求 した。1993年7月1日に施行 され た 「企業財
務通則」第41条と 「企業会計準則」第60条は企業が財政状態変動表あ るいは
現金収支表を作成 ・開示す ることを求めた。但 し,中 国は長いあいだ,財 政状
態変動表の作成について,指 導 と規定を行 ってきたに もかかわ らず,現 金収支
表についてのそれはほ とんど行 ってこなか った。 ほとんどの企業が財政状態変
動表 しか作 らなか った のは,こ のためであ る。
しか し,今 までの運転資本をベースに作成 され てきた財政状態変動表は,多
くの情報を示 してきたに もかかわ らず,い まだに不十分であって,中 国が国際
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的慣行や国際会計に適合するためには,現 金ベ ースに基づいた現金収支表 の作
成が不可避 となってきた。
この ような ことを理由に,財 政部 は基本的基準及び具体的基準の設定に着手
し,そ の一環 として1995年5月1日に 「具体的会計基準(意 見聴取案)」を設
定 し,そ の中に,「現金収支計算書(意 見聴取案)」を含めた18。1996年に財政
部が 「具体的会計準則」の討議意見を求めた とき,す べ ての企業に現金収支表
を作成すべ きとい う意見が出 された。1998年1月27日,財政部は 「股分有限
公 司会計制度一会計科 目と会計報表 」19を公表 し,株 式会社 の公表 財務諸表 の
一部 として,現 金収支表 の提供を求めた。そ して,財 政部はその年の3月20
日に,財 会字 「1998」10号とい う法令にて,正 式 に 「企業会計準則一現金流
量表」20とい う法令名を もって,企 業 に1998年か ら現金収支表を作成す るよ う
要求 した。現在,現 金収支表 は貸借対照表 と損益計算書 とともに,中 国におけ
る企業の基本財務諸表 の1つ になっている。
3.現 金収支表の内容 と役割
現金収支表 とは,一 会計期間におけ る企業の現金流 出入に関す る情報 を体系
的 に要 約 して表 示 した計 算 書 で あ る21。1987年に ア メ リカのFASBは,
SFAS95を公表 した。その中で,現 金収支表の主た る 目的 とは,企 業 の一 定
期間の現金収支に関す る情報を提供す ることであると規定 した22。また,現 金
収支表は資金 を獲得す る能力,債 務 の支払能力,配 当金の支払能力ならびに資
金調達の必要性な どに関す る評価を行 うための情報を,株 主,債 権者お よびそ
の他 の利害関係者 に提供することを も目的 としてお り,さ らに,あ る一定期間
におけ る企業 の非資金取引等に よる投資お よび財務取引に及ぼす影響を評価す
るための情報提供 も1つ の 目的であると明示 してい る23。
3-1中 国の現金収支表の作成 目的
中国の現金収支表 の作成 目的はSFAS95やその他 の国々 とほぼ同 じである。
「企業会計準則一現金流量表」は以下のように述べている。
「現金流量表 の作成 目的は,財 務諸表の利用者 に,企 業 の一定期間におけ る
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現金の流入や流 出に関する情報を提供 し,そ して,企 業の現金及び現金同等物
の創出能力を理解 し,評価す るために,企 業の将来におけ る現金収支を予測す
ることである」24。




② 現金同等物 は企業が所有 している,一 定金額 の現金へ容易 に換金可能
で,か つ価値変動 リスクがほ とんどない流動性 の高い短期投資を指す。
この よ うに,中 国の現金定義 は国際会計基準第7号26(InternationalAc-
countingStandardsIAS7,以下,IAS7号と略す る)及 び米国会計基準の現金
定義 とほぼ一致す るが,現 金同等物 に対す る定義はIAS7号のほ うに より似て
いるといえる。中国の 「現金流量表」においては,現 金 同等物 についての3
ヵ月期 限は明示 していないが,実 務 の場合,こ れ は3ヵ 月以内の短期投資 を
指す27。企業会計準則 は随時引出す ことので きない銀行預金の処理方法につい
て解釈を示 さなか ったけれ ども,財 政部 の 「実務指針」において,以 下の よう
に規定 している。「随時引出しのできない銀行預金は現金 と扱 うことができず,
投資と処理すべ き。 しか し,事前に金融機関に通知 して引 き出す ことのできる
定期預 金は現金 と扱 うべ きである」。
現金同等物 はその支払能力において現金 とあま り差がないので,現 金 と取 り
扱 って よい。企業会計準則は3ヵ 月以内の短期投資を現金同等物 として扱い,
3ヵ月以内の短期銀行負債,例 えば銀行借入金及び当座借越については言及 し
なかった。IAS7は当座借越が 日常の現金管理の対象の一部に当るため,こ れ
を現金同等物 として処理 している28。しか し,米 国の場合は,当 座借越を現金
同等物 として処理 してはな らないとしてい る。中国では,こ の点について解釈
を示 さなか ったが,現 行の企業会計準則においては現金同等物 として処理 しな
いとみなされ よ う。
現金 については,貸 借対照表の 「貨幣資金」項 目に相当す る貨幣資金が これ
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に当 るとい う意見がある29。その理由 として以下の4つ が挙げ られる。
① 中国の金融市場はアメ リカの ように発達 したものではな く,予定期限が
3ヵ月 または3ヵ 月以内の債券投 資が普遍的に行われていない。
② 期限が3ヵ 月 または3ヵ 月以内の債券投 資を現金 同等物 とす るこ とに
対 しては,同 様 な性質 を持つ3ヵ 月以 内の長期債券投資 を当期 限内に換
金できないことを理由に現金同等物 とみなさないとい うことか ら,合 理性
を欠 く。
③ その他 の短期投資,例 えば株式投資を,そ れが比較的大 きな価値変動 が
伴 うために現金同等物に含めない ことは,保 守主義 に合致 している。
④ 中国の会計担当者 の全体的な適応性がまだ低い。現金及び現金 同等物 を
現金収支表 の作成基礎 とす ると,貸借対照表 の 「貨幣資金」,「短期投資」
項 目を調整 しなけれぽならない ことになる。 この ような作成基礎の多元化




一会計期間におけ る現金流出入を 「営業活動 による現金流出入」,「投資活動 に
よる現金流 出入」及 び 「資金調達活動 による現金流出入」30の3つの区分 に分
けて表示す ることを求めている。
1.営業活動に よる現金流 出入
「企業会計準則」は営業活動に よる現金流出入を以下 のよ うに規定 している。
「営業活動現金流出入 区分は投資活動お よび財務活動以外の取引に よる現金流
出入を記載す る」。
① 商品の販売及び役務の提供に よる収入(販 売に よる増価税の収入及び返
品を除 く),商品及び役務 の購入 による支出(購 入に よる増価税 の抹殺及
び返品を除 く)
② ファイナンス リースによる現金 の収支







この よ うに所得税 に関す る規定は米国会計基準及びIAS7に似 ている。 ま
た,営 業活動に よる現金流出入は企業の損益計算書の項 目に関わ っている。
2.投 資活動に よる現金流出入
投資活動は企業 の長期資産の購入 と現金同等物の範囲内に含め られない投資
及び売 却活動を指す。「企業会計準則」では投資活動 による現金流 出入は以下
のような項 目を含んでいる。
① 投資元本 の回収に よる現金収入
② 受取配当あるいは受取利益分配による収入
③ 債券利息 の収入
④ 固定資産,無 形固定資産及 びその他 の長期資産の売却あ るいは処分に よ
る収入(マ イナスになった場合は,現 金支出項 目に該当す る)
⑤ 固定資産,無 形 固定資産及びその他 の長期資産 の購入(取 得)に よる現
金支出




資金活動 とは企業の資本や債務規模 との構造に変化を もた らす活動である。
「資金活動に よる現金流出入」の金額は,営 業活動及び投資活動 を維持す るた
めにどの程度の資金が調達 され,ま た,営 業活動や投資活動 によ り得 られた資
金か らどの程度の資金が資本の提供者に返済 されたかを示す情報 となる31。こ
の ように,中 国では,資 金調達活動による現金流出入は,一 般的に,以 下の よ
うな項 目を含 んでいる。
-353一
① 株式 の発行に よる収入
② 社債 の発行に よる収入
③ 銀行あるいは他の金融機関による借入金の資金調達
④ 借入金の返済による現金 の支出
⑤ 資金調達活動を行 う際に関わ る現金 の支出
⑥ 配当金の支払
⑦ 支払利息
⑧ ファイナンス リース債務 による現金の支出
⑨ 自己株式の取得 による支出
3-4現金流 出入の表示方法
現金流 出入の表示方法には,総 額法 と純額法 の2つ がある。総額法 は,各
項 目の表示に当たって収入額 と支出額を総額で表示す るものである。純額法は
各項 目の現金及び現金 同等物の収入額 と支出額の差額に よって表示す るもので
あ る32。中国の企業会計準則第21条は以下 のよ うに規定 している。「現金流出
入は一般に現金の流入 と流 出の総額で表示すべ きであるが,顧 客の代わ りに支
払 った及び受け取 った現金,あ るいは,保 有期間が短 いかつ金額が大 き く及び
回転が非常に速 い項 目は純額で表示すべ きである」33。これは,国 際会計基準
及びその他の先進国の会計基準 とはほぼ一致 している。
3-5営業活動に よる現金流出入における直接法 と間接法
営業活動に よる現金流出入の処理 には2つ の方法がある。つ ま り,直 接 法
と間接法である。直接法 とは,営 業収入や原材料 ・商品仕入の支出な ど,主 要
な取引 ごとに現金流出入を総額表示す る方法である。間接法 とは,損 益計算書
上の当期純利益か ら,現 金が動かない取引及び営業活動に関わる資産 ・負債の
増減を調整 して現金流 出入を表示す る方法である34。いずれの方法 も,そ れぞ
れ長短があ り,直接法は現金流 出入を総額 で表示する点に長所があ り,実務上
手数を要す る点に短所がある。他方,間 接法は手数がかか らない点にその一番
の長所 がある。現在多 くの国では,簡 便性 のため間接 法が多 く用い られてい
る。
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しか し,中 国の 「企業会計準則一 現金流量表 」の第24条は現金流出入 の表
示方法 について,直 接法 を要求 してい る。第25条は直接法 を採用す ると同時
に,間 接法 による純利益 の必要調整項 目を財務諸表の注記に表示 しなけれぽな











⑩ 売上債権 の増加額 と支払額
⑪ 増価税純額
以上 のように,中 国において現金収支表 の導入の合意が形成 され ていったの
は 自発的な ものではな く,そ れが外圧か ら要求 されて きた ものであ る。 しか
し,自発的なものに しても,外 圧 に しても,中 国が経済発展 に応 じて最適な開
示制度を追 求す るとい う点において,現 金収支表 の導入が1つ の改善策 とし
て作用 してきた ことに違いはない。現時点において要求され る現金収支表は,
次の ような問題を解決できた ように思われ る。
① 財政状態変動表 におけ る資金概念に対す る改善
1985年の 「合弁企業会計規則」か ら始 ま り,「外資系企業会計規則」,「持
分制企業会計規則」及び1993年の 「企業会計基準」に至 るまでの間に,
財政状態変動表 の制度化が実行 された。ただ し,1995年の現金収支計算
表 の意見聴取案の公表に至 るまで,財 政状態変動表に適用 されていた資金
概念は主に運転資本 といった概念であった。 ピース氏の指摘 したように36,
-355一
この運転資本を構成す る流動資産 には売掛金,棚 卸資産 などが大 きな部分
として占めている。 ここでは流動性の低い,質 の悪 い大量の在庫品が棚卸
資産に含め られて,流 動資産 として計上 され るために,財 政状態 の純粋 な
変動が表示 されず,ま た,売 掛金 の回収 につ いて も確実な指標 を出せ な
い。運転資本を資金概念 とする財政状態変動表は,運 転資本の増減 と企業
資産の流動性の変化 とが直接関係 しない ことか ら,株 主,債 権者 な ど,企
業の関係者の興味あ る問題 に直接答えられ ない。例えば,企 業は十分な現
金をもって今期,あ るいは次期の配当金や利息の支払,あ るいは期限到来
の債務返済をで きるのか どうか。企業 の経営規模を拡大す るための資金調
達をで きるのか どうか。また どの ような方法で資金調達をするのか。ある
いは資金調達をす る際に株式,債 券の発行を行 ったのか,あ るいは企業 自
らの経営活動を通 じてその資金調達を達成 したのか。現金収支表 は財政状
態変動表 に代わ ってこの ような問題を解決 しよ うとして登場 した。
② 売掛金 の回収不能に対す る改善
中国は,1993年の会計制度改革後,国 際的会計慣行 に従 って発生主義
に よる収益の認識を認めた。企業は営業活動を活発化 させ るため,掛 売 り
や分割払 いを増やす方に向った。 しか し,売 掛金を利益 として計上 できる
のは成長 した商業信用制度 の存在 が不可欠 である。 中国は市場経済が まだ
スータ トしたぽか りであるため,多 くの資本主義国 と違 って,売 掛制度 の
濫用は不良債権の回収不能や企業倒産に直接つなが って しまう。現金収支
表は現金 とい う最 も客観的 なデータを用いて,会 社 の利益 と現金収支 との
かい離を防 ぐことができる。
現金収支表 は第3の 基本的財務諸表 として,中 国で もすでに制度化 された。
しか し,そ の実施において,い まだに多 くの問題点が存在 している。以下の】V
節において現金収支表の開示 に関す る問題点について検討する。
】V現金収支表の開示に関する問題点
80年代後半に入 ってか らの中国の企 業改革の重 点の一つは所有 と経営の分
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離 であ った。90年代に入 り,国 有企 業は さらに深刻 な財政困難 に陥 り,それ
を緩和するためには,株 式会社制度を導入せざるを得なか った。株式会社制度
は資本主義社会で発展 して きた最 も優れた会社組織 といえるが,中 国の株式会
社制度はまだ実験段階中にあ り,社会主i義国でもあるとい ったその特殊な国情
か ら,株式会社制度を実施す るには,以 下のよ うな4点 の問題点が指i摘できる。
① 政治的な干渉面がある
合弁企業が国際的に通用す るためには,そ の運営が当面外国投資家 によ
ることが不可欠であ り,同時にその財務には国際的に通用す る様式が採用
されるのは当然の ことであ る。 しか し,当 初,合 弁企業に参加す る中国側
の企業はほとんど国営企業であ って,合 弁が行われた後 も,そ れに政治的
な干渉が続 き,経 営上の意思決定がスムーズに行われていないのが現実で
ある。
② 投機を 目的 とした個人投資面がある
本来,株 式会社は株式 の発行によって資金調達 を行 う。 しか しながら,
中国では,多 くの個人株主が株式所有を投資 とは考 えず,投 機の手段 と し
て考えている。株主の短期的な利益指 向によ り,企業が安定 した資金を獲
得で きず,株 式会社制度 のもっとも重要な機能である資金の調達が十分に
果たされているとはいいがたい。
③ 現金収支表 を作成する会計担 当者側の問題がある
中国の会計担当者は,日 本の中学程度 の学力を有す る人 であれぽ3ヵ
月程度 で担 当能 力を持つ ことができる,と いわれている37。彼 らに してみ
れぽ,資 金平衡表(資 金運用=資 金源泉 とい う会計等式の もとで作成 され
た計算書のこと)は様式が決 まっていて作 りなれている。 しか し,現金収
支表は まだ新 しい ものであ って,こ れが制度化 されて も,中 学程度の学力
しかない会計担当者に とっては,実 務上,そ の作成の習熟にまだ時間がか
か ることと思われる。
④ 会社側の問題がある
中国の現金収支表基準は,そ の第24条に営業活動 に よる現金流出入に
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おける直接法 の採用を明文化 している。確かに,直 接法は企業活動におけ
る現金の流入や流 出を総額で表す長所 を持 っている。直接法で作成す るた
めには,主 要 な取引 ごとの現金流出入 に関す る基礎 データが もとにな らな
ければならない。 しか し,多 くの会社 はこの基礎デ ータを収集す る際に,
重大な問題 に直面する。 とい うのは,会 社が初年度の現金収支表 を作成す
る際には,財 務部門が関連するデータを保存 していないため,個 々の勘定
科 目の確認 が必要のである。 したがって,短 期間で財務諸表を提 出 しなけ
ればな らない とき,そ の作業は膨大になる。 さらには,連 結現金収支表 を
作成 しなけれぽならない会社 にとっては もっと大変 なことになる。そのた
め,中 国の会社 では,実 務上,間 接法 による作成が多い。
株式会社制度 の導入に当っては,こ れまでの会計制度 とのあいだに存在す る
溝 を埋め るため,1992年,企業会計 の改革が30項目の会計基準を制定 して行
われた。 これ らの項 目の制定 は大体,IASに倣 って行われた。また,株 式会
社制度 の導入が外部資金 の調達をも当然,重 要視 していることもあ って,財 政
状態変動表及び現金収支表の基礎はほ とん どIASと似た内容になっている。
ところで,IASの適用領域 は主に欧米系 の国が中心であ る。そ の実施には
独立かつ健全な企業会計 の制度を前提 とす ることが必要 とされている。中国は
まだ財務情報 の利用者規模が小さい。資金会計の発祥地であるアメ リカの よう
に高度に発達 した証券市場を持つ国では,投 資家に よる会計情報の利用が重視
され るようにな るのは当然 のことであ る。一方,中 国の証券市場は十分に発達
してお らず,財 務諸表 の外部利用者は主に,政 府関係者(政 府 当局,政 府管理
部門,税 務局),債権者(銀 行,信 用組合 など),企業の経営者,さ らには外部
(海外,国 内一部)投 資家やその他の利用者に限 られている。
この ように,現 時点においては,国 内の財務情報 の一般の利用者は会計制度
に対 して大 きな影響力を持つに至 っていない。現金収支表の導入はあ くまで も
外圧 に よるものであ って,合 弁企業 と外資系企業を通 した海外資金の吸収が 目
的であった。中国は社会主義 とい う特殊な国情があって,そ の特徴 として国に
よる資金管理 を最大の 目的 としてい る。株式会社制度が完全に確立す るまで,
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政府 に よるマ クロ的な資金管理が続 くとい うことは疑 う余地がない。そのた
め,現 金収支表は当分のあいだ限られた業種に しか適用 されないであろ う。国
家の経済管理部門にとっては,企 業の資金 の流 出入を把握するためには現金収
支表の情報をある程度必要 とす るが,同 時に企業全体の経営状態を把握 しなけ
ればならないために,依 然 として資金運用=資 金源泉 とい う等式が必要 とされ
る。 ここでは,い ままでの資金平衡表の開示があいかわ らずその役割を求め ら
れ るのであ る。 このような理由か ら,中 国における株式会社制度の確立 の成否
や株式会社制度に関する知識の普及は,現 金収支表の導入に大 き く関わ ってい
るのである。
明らかに,現 段階の中国には,以 上の ような問題点が存在 していると思われ
る。但 し,問 題点が存在す るとい って も,欧 米諸 国における既存 の現金収支表
が中国において不必要であるとはいいがたい。 中国は現金収支表 を開示 させ る
ことに よって,一 般 の研究者がそれほ どには注意を向けてこなか った社会主義
制度におけ る資金情報の開示 の可能性 を探 ってきた といえる。
Vむ すび
これ まで,五 節で現金収支表 の必要性,皿 節 で中国における現金収支表 の開
示,IV節で現金収支表 の開示に関する問題点を観察 してきた。
皿節 で述べた よ うに,中 国の企業会計 の制度は,50年代の計画経済体制 に
おける 「一国一企業」 の企業制度に適合 した管理責任会計の制度か ら,現在 の
市場経済体制におけ る 「所有 と経営の分離」 と企業制度に適合す る 「受託責任
会計」の制度に向って発展 してきた といえ る。 このような管理責任会計か ら受
託責任会計への転換は,ま た 「一国一企業」 とい う巨大企業の内部管理会計か
ら,市 場経済を前提 とする個 々の企業実体 の財務報告会計への転換 とみなす こ
とがで きる38。
一般的に,先 進資本主義国は個人主義指 向が非常 に強いが,中 国は国情の関
係で国家主義指 向が強い。資本主義国では企業の利害関係者の大部分は,株
主,債 権者,私 的利害関係者な どの集団である。けれ ども,中 国では財務諸表
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の利用者は主 と してマ クロ経済 的関心を もつ経済団体及 び行政団体 に限 られ
る。中国は現在,社 会主義市場経済国で,外 部世界にその経済の門戸を開放 し
たが,と はいっても,そ れはまだ政府 の干渉か ら完全に離れたものになっては
いない。
現時点において,中 国の現金収支表 の作成基準は,IAS7号に似通 った部分
がか な りあ る。 この他,1995年に中国が公表 した 「合弁企業会計報告表暫行
規定」 もIAS31号39に非常に よ く似 てい る。 この ような ことは,中 国がかつ
て経験 した ことのない領域 の会計処理を,国 際的に通用す るIASを手本に し
て補充 していか ざるを得ないことを意味 してい る。
しか し,株式会社制度が確立 してい くにつれ,結 果 としては全土 に企業 の所
有 と分離が進むはずである。国有企業について も,企 業の経営 自主権が拡大 さ
れて,民 間か ら資金を調達する ことができるよ うになるであろ う。その資金の
源泉が複雑化 していけぽ,資 金運用=資 金源泉 とい う等式を使 うだけでは資金
の所有権及びその利害関係を明 らかにできな くな り,経営状況の報告に関心が
ある利害関係者はこの状況に満足できな くなると思われる。 また,企 業が資金
調達を行 うために長期借入金 の利用が急速に増加 し,そ の結果 として経営者が
負債管理に焦点を合わせる必要性が生 じる。 ここで現金収支表の役割が再認識
され ることが考 えられ る40。さらに,1984年以来,中 国はイ ンフレーシ ョン率
が高 くな ったため,取 得原価主義は物価変動の影響を映 しとることがで きな く
な り,こ こにおいて,現 金及び現金同等物 を用いて企業の経営成績を明 らかに
す ることが さらに重要になって くると考え られる。
これか らの中国は,経 済の発展につれて,資 金調達を外資に依存す るぼか り
では立ち行かな くなる。海外 の投資家 とともに,国 内に生活す る多大な人 口の
預金をいかに利用するのかが,こ の問題を解決す るための鍵 になる。現在,世
界各国は中国 とい う巨大な市場を狙 っているが,こ れに対 して中国の経営者は
経営上の 自主権を十分に発揮 し,外資 の導入 に加 えて国内の投資家の投資意欲
を高め る努力 していかなければならない。
企業の経営 と所有が分離す るにつれて,企 業の競争力を上げるため,外 国企
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業を適度に受入れ る必要がある。実際,外 資系企業が参入す ることに よって,
国有企業の後進性が明らかにな り,その結果,企 業改革 と株式会社制度の導入
が進んだ事例 も見 られ る。 さらに,最 近,上 海 とシンセ ンな どでに証券取引所
が設置 された ことに よって,外 部資金 の導入 と投資資金の利用が活発化 した と
思われ る。同時に,新 聞や テ レビなどを媒体に して,国 内の投資家の投資知識
を普及 させ,現 在多 くみ られる無謀かつ投機的な方法を適正な投資方法へ と徐
々に変 えることが可能である。
現在,中 国の上海財政経済大学や中南財政経済大学な どでは,専 門的な会計
担 当者 の育成 に力を入れ てい る。1983年に会 計検査院が設 立 され てか ら,
3,000を超え る国家監査機関が地方 とそれ よ りも高い レベルで設定 されてお り,
1988年現時点で,10,000を超 える内部監査機関が設立 されて きた。会計専 門
職を管轄す る財政部は,登 録会計士(公 認会計士)の 数を1990年までに1,000
名か ら10,000名に,そ して2000年までにはその何倍 もの数に増加 させたい と
考えている。 さらに,国 際的な交流を活発に して,国 際会計基準に適合 した会
計処理方法を取入れる ように努めている41。これ らを実行することによって,
中国は現金収支表 の作成技術を高め,会 計制度上 の個別の問題への対応が可能
になってい くに違いない。
国営企業 についてみれぽ,あ る一定の段階に辿 りついた とき,海 外の影響や
圧 力が な くて も,特 定 の会計事象 について前述 の会計環境 に適応す るため の
「企業会計準則」が公表 された時 と同 じよ うに,該 当す る会計処理方法を 自ら
採用す ることが期待 される。現金収支表の基準の導入は会計制度上 においてそ
の可能性を与えた ものと見なす ことができる。中国は,資 本市場の自由化を促
進するために投資者保護 の思考の もと,現 金収支表 の作成 ・提出を明文化す る
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